
阪急阪神リート投資法人 

 

2026 年 5 月期(第 42 期)決算説明会 Q＆A セッション 

質疑応答要旨 

開催日：2026 年 7 月 16 日（木）(ウェブ開催) 

 

 

Q1：工事費高騰など外部環境の変化により、スポンサーからの物件拠出スタンスに変化は生じていない

か？ 

A1：スポンサーグループは長期経営構想で「ROE 8%以上」という目標を掲げ、資産売却による

3,300 億円のキャッシュイン（資金回収）を対外開示している。賃貸不動産が売却される際、本投資

法人は優先交渉権を有しているため、リート適格物件であれば優先的に取得できる環境にある。 

昨年 9 月に取得した「阪急阪神上野御徒町ビル」も、本優先交渉権を行使し、ブリッジ期間を経て取

得した事例であり、今後も継続的に取得機会を確保できると考えている。 

 

Q2： PMO のような高品質な中規模オフィスの大阪での需要（賃料のアップサイド）をどう見ているか。

また今後積極的に取得を進めていく考えはあるか？ 

A2：大阪ではスタートアップ企業を中心に、100 坪前後の高品質なワンフロアへのニーズは一定数存在

すると見ている。一方で大阪におけるセットアップオフィスの需要は発展途上にあるとの見方もある。 

賃料のアップサイドが追求できそうであれば、積極的に投資を検討していきたい。 

 

Q3：今回取得した物件に関して利回りの妥当性をどう判断しているか？ 

A3：今回の物件取得は、あくまで低利回り物件との入替戦略の一環として、取得が先行したものであ

る。今後１年程度の時間軸で資産入替を進めていくことで、ポートフォリオ全体の利回り改善が図れるも

のと判断している。 

 

Q4：自己投資口取得については検討しているか？ 

A4：自己投資口の取得については、現時点において優先順位は低く、まずは資産の入替を先行してい

く。現状、NAV 倍率が 0.8 倍を下回っており、投資口価格は割安であるという認識はあるものの、入替

戦略の着実な実行を通じて分配金を成長させ、投資口価格の向上を図っていきたい。 

 

Q5：今回、他社ブランドとなる「PMO 梅田」を取得できた背景は何か。また、今後も PMO 等の物件取

得の可能性はあるのか？ 

A5：「PMO 梅田」については、阪急百貨店の旧本社ビル（香養会館）跡地の再開発という経緯があ

る。同社の資産リストラを阪急阪神不動産がサポートしていて、最終的に「PMO 梅田」として再開発に

関与する形となったため、本投資法人が取得することができた。 



スポンサーでは、SUITE というオフィスブランドによる開発を進めており、これらを中心として優良な中規模

オフィスについては取得を検討していく。 

以上 

_________________________________________________________________ 

本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の商品についての投資の募集、勧誘や売買の推奨

を目的としたものではありません。投資を行う際は、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようお願い

いたします。 


